
2021年６月３日

株主の皆様へ

第155期定時株主総会招集ご通知における
インターネット開示情報

（法令および定款に基づくみなし提供事項）

　法令および当社定款第11条の規定に基づき、第155期定時株主総会招集ご通

知の添付書類のうち、当社ウェブサイト（https://jp.toto.com/company/ir/

information/meeting）に掲載することにより、当該添付書類から記載を省略

した事項は次のとおりでありますので、ご高覧賜りますようお願い申しあげます。

⑴　 連結株主資本等変動計算書	 1頁

⑵　 連結計算書類の「連結注記表」	 2～8頁

⑶　 株主資本等変動計算書	 9頁

⑷　 計算書類の「個別注記表」	 10～14頁

TOTO株式会社



株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
当期首残高 35,579 29,283 283,293 △14,079 334,076
当期変動額

剰余金の配当 △12,704 △12,704
親会社株主に帰属する
当期純利益 27,199 27,199

自己株式の取得 △15 △15
自己株式の処分 51 130 182
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － 51 14,495 115 14,662
当期末残高 35,579 29,334 297,789 △13,964 348,738

その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 7,222 2,857 △9,894 184 446 6,433 341,141
当期変動額

剰余金の配当 △12,704
親会社株主に帰属する
当期純利益 27,199

自己株式の取得 △15
自己株式の処分 182
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 7,759 △3,353 13,332 17,738 △79 244 17,903

当期変動額合計 7,759 △3,353 13,332 17,738 △79 244 32,565
当期末残高 14,981 △496 3,437 17,923 366 6,678 373,707

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

■ 連結株主資本等変動計算書（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）

（単位：百万円）
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■ 連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数	 48社
　　主要な連結子会社の名称	‌� ＴＯＴＯサニテクノ㈱、ＴＯＴＯウォシュレットテクノ㈱、 

東陶（中国）有限公司、TOTO Asia Oceania Pte.Ltd.、TOTO 
AMERICAS HOLDINGS,INC.、TOTO Europe GmbH

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社の数	 ５社
　　主要な会社名	 P.T.SURYA TOTO INDONESIA Tbk.

②　持分法を適用していない関連会社の名称等
　　　関連会社	 ㈱エムビー工舎
　 （持分法の適用範囲から除いた理由）
　　‌�　持分法非適用会社は小規模であり、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合
う額)等は連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除外しています。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　‌�　連結子会社のうち、東陶（中国）有限公司、北京東陶有限公司、東陶機器（北京）有限 

公司、南京東陶有限公司、東陶（大連）有限公司、東陶（上海）有限公司、東陶華東有限 
公司、東陶（福建）有限公司、東陶機器（広州）有限公司、東陶（香港）有限公司、台湾東陶股份 
有限公司、TOTO Asia Oceania Pte.Ltd.、TOTO MALAYSIA SDN.BHD.、TOTO VIETNAM 
CO.,LTD.、TOTO(THAILAND)CO.,LTD.、TOTO KOREA LTD.、TOTO AMERICAS 
HOLDINGS,INC.、TOTO U.S.A.,Inc.、TOTO MEXICO，S.A. DE C.V.、TOTO Europe 
GmbH、TOTO Germany GmbHの決算日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヵ月以内
であるため、連結子会社の事業年度に係る計算書類を基礎として連結を行っています。

　‌�　また、この場合、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ています。

　　なお、その他連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの	‌� 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）
　　　　　時価のないもの	 主として移動平均法による原価法
　　　デリバティブ	 時価法

　　　 たな卸資産
　　　　 主として次によっています。
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　　　　製品、半製品、仕掛品	‌� 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

　　　　原材料、貯蔵品	‌� 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

　　　　半成工事	‌� 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産	 定額法
　　　（リース資産を除く）
　　　無形固定資産	 定額法
　　　　　　　　　　　　　　  ‌�なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）による
　　　リース資産	 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③　重要な引当金の計上基準
　　　貸倒引当金	‌� 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　　　役員賞与引当金	‌� 役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給
見込額を計上しています。

　　　製品点検補修引当金	‌� 製品の点検補修活動等に係る損失に備えるため、当該見込額を計
上しています。

　　　事業再編引当金	‌� 事業の再編・整理等に係る損失に備えるため、当該見込額を計上
しています。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処
理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結
会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産
の額を控除した額（ただし年金資産の額が退職給付債務を超える
場合には退職給付に係る資産）を計上しています。なお、退職給
付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってい
ます。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（主として14年）による定額法により費用処理してい
ます。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として14年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しています。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税
効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に計上しています。
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重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しています。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて計上しています。

重要なヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。
消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しています。
連結納税制度からグルー
プ通算制度への移行に係
る税効果会計の適用

当社及び一部の連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」
（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への
移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見
直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算
制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応
報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果
会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　
2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び
繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

２．表示方法の変更に関する注記
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結
会計年度より適用し、「３．会計上の見積りに関する注記」を開示しています。

３．会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　�　2021年３月31日現在、有形固定資産及び無形固定資産を241,119百万円計上しています。な

お、減損損失の計上はありません。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算定方法
　�　固定資産の帳簿価額について、報告期間の末日ごとに営業活動から生ずる損益等により減損の

兆候があると判断した場合には、減損損失の計上要否を確認しています。
　�　当社グループは、継続的に損益の把握を行っている管理会計上の区分（製品カテゴリー別等）

を基礎として資産をグルーピングし、当該資産又は資産グループから得られる経済的残存使用年
数に基づいた事業計画を基礎として見積る将来キャッシュ・フローと将来時点における正味売却
価額の合計である割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失として計上します。

　�　当連結会計年度における新型コロナウイルス感染症拡大による業績影響等を踏まえて、日本住
設事業セグメントに帰属する一部の資産グループについて、原材料高騰等のリスク要因を加味し
た最新の事業計画にて減損損失の認識の判定を行った結果、割引前将来キャッシュ・フローの総
額が帳簿価額を上回っているため、減損損失の認識は不要と判断しています。
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②　主要な仮定
　�　割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は、事業計画の基礎となる販売数

量・単価及び製造原価低減推移並びに、専門家から取得した不動産鑑定評価書に基づく不動産評
価額です。

　　なお、事業計画における新型コロナウイルス感染症の影響は限定的と判断しています。
③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　�　当社グループでは、現在までに想定しうる最善の見積り及び仮定に基づき、事業計画等を算定

しています。新型コロナウイルス感染症や市場環境、原材料や部品のサプライヤーを含む需給環
境の変化等により、主要な仮定に影響を与える可能性がありますが、回収可能額が帳簿価額を十
分に上回っているため、減損損失が発生する可能性は低く、翌連結会計年度の連結計算書類に与
える影響は僅少であると想定しています。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　�　2021年３月31日現在、繰延税金資産を4,363百万円計上しています。また、そのうち、日本

における当社とその連結納税グループで2,876百万円計上しています。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算定方法
　‌�　繰延税金資産の帳簿価額は、将来の課税所得や現在の税制・税率の改正など様々な予測・仮定

に基づき算出し、回収可能性がないと考えられる場合、評価性引当金の計上により減額しています。
②　主要な仮定
　‌�　将来の課税所得は、事業計画及びその他想定しうる事象に基づいて算出した毎年の税金等調整

前当期純利益に対して決定していますが、事業計画における新型コロナウイルス感染症の影響は
限定的と判断し、繰延税金資産の回収可能性の見積りを行っています。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　‌�　当社グループでは、現在までに想定しうる最善の見積り及び仮定に基づき、繰延税金資産を計

上していますが、経営状況の変化や税務調査の結果等、将来課税所得の予測・仮定に影響を与え
る事象の発生により、繰延税金資産の評価に影響を与える可能性があります。ただし、繰延税金
資産の計上額への影響は僅少であると想定しています。

（退職給付債務及び退職給付費用）
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　�　‌2021年３月31日現在、退職給付に係る資産を8,948百万円、退職給付に係る負債を21,541

百万円計上しています。

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算定方法
　‌�　退職給付債務及び退職給付費用は、主に数理計算で設定される退職給付債務の割引率、年金資

産の長期期待運用収益率等に基づいて計算しています。
②　主要な仮定
　‌�　割引率（0.4％）は、退職給付支払いごとの支払見込み期間に対応する期間の安全性の高い長

期債利回りを参考に決定し、また、年金資産の長期期待運用収益率（2.0％）は、現在及び予想
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される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の
収益率を考慮し設定しています。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　�　主要な仮定の１つである長期期待運用収益率は、経済状況により、変動することが予想され、

0.5％上昇した場合は翌連結会計年度において退職給付費用が855百万円減少、0.5％低下した場
合は翌連結会計年度において退職給付費用が855百万円増加する可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
　　有形固定資産の減価償却累計額	 339,029百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　　普通株式	 176,981,297株

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基　準　日 効力発生日

2020年５月18日
取締役会 普通株式 7,622 45.0 2020年

３月31日
2020年
６月３日

2020年10月30日
取締役会 普通株式 5,082 30.0 2020年

９月30日
2020年

12月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決　　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基　準　日 効力発生日
2021年５月17日

取締役会 普通株式 6,777 利益剰余金 40.0 2021年
３月31日

2021年
６月４日

⑶　‌�当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな
る株式の種類及び数

　　普通株式	 222,000株
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６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、銀行等金融機関からの借
入れにより資金調達しています。
　デリバティブは、通常の原材料の調達範囲内で、価格変動リスクを回避するために利用し、投機
的な取引は行いません。
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し
ては、当社グループの販売取引先マネジメント規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を
行うと共に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。
　投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
ク等に晒されています。当該リスクに関して、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、管理
しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
　短期借入金及びコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主
に設備投資に係る資金調達です。
　デリバティブ取引の執行・管理については、当社グループのデリバティブ取引管理規定に従い、
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引
を行っています。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次
に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含まれていません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

（＊１） 時価（＊１） 差額

①現金及び預金 143,332 143,332 －
②受取手形及び売掛金 91,121 91,121 －
③投資有価証券 47,738 47,738 －
④支払手形及び買掛金 (69,351) (69,351) －
⑤短期借入金（＊２） (55,600) (55,600) －
⑥コマーシャル・ペーパー (40,600) (40,600) －
⑦長期借入金（＊２） (1,764) (1,765) （0）

（＊１）負債に計上されているものについては（ ）で示しています。
（＊２）１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めています。

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金
　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。
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③投資有価証券
　　株式の時価については、取引所の価格によっています。
④支払手形及び買掛金、⑤短期借入金、並びに⑥コマーシャル・ペーパー
　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。
⑦長期借入金
　‌�　元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算出しています。
　‌�　ただし、変動金利による長期借入金については、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信

用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるた
め、当該帳簿価額によっています。

（注２）‌�非上場株式（連結貸借対照表計上額1,579百万円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③
投資有価証券」には含めていません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額	 2,163円84銭

⑵　１株当たり当期純利益	   160円55銭
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■ 株主資本等変動計算書（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

圧縮記帳
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 35,579 29,101 67 29,168 8,290 1,747 134,500 39,134 183,672
当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩 △58 58 －
別途積立金の積立 8,500 △8,500 －
剰余金の配当 △12,704 △12,704
当期純利益 23,238 23,238
自己株式の取得
自己株式の処分 51 51
株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)
当期変動額合計 － － 51 51 － △58 8,500 2,092 10,533
当期末残高 35,579 29,101 118 29,220 8,290 1,688 143,000 41,226 194,205

株主資本 評価・換算差額等
新株
予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △14,079 234,340 7,124 7,124 446 241,911
当期変動額

圧縮記帳積立金の取崩 － －
別途積立金の積立 － －
剰余金の配当 △12,704 △12,704
当期純利益 23,238 23,238
自己株式の取得 △15 △15 △15
自己株式の処分 130 182 182
株主資本以外の項目の当期
変動額(純額) 7,759 7,759 △79 7,679

当期変動額合計 115 10,700 7,759 7,759 △79 18,380
当期末残高 △13,964 245,040 14,884 14,884 366 260,291

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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■ 個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び	 移動平均法による原価法
　　関連会社株式
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの	 決算日の市場価格等に基づく時価法
	 （‌�評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
　　　時価のないもの	 移動平均法による原価法
②　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　デリバティブ	 時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　製品、半製品、仕掛品	‌� 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
　　原材料、貯蔵品	‌� 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産	 定額法
　　(リース資産を除く)
②　無形固定資産	 定額法
	‌� なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）による
③　リース資産	 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
	

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金	‌� 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②　役員賞与引当金	‌� 役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込
額を計上しています。

③　製品点検補修引当金	‌� 製品の点検補修活動等に係る損失に備えるため、当該見込額を計
上しています。

④　事業再編引当金	‌� 事業の再編・整理等に係る損失に備えるため、当該見込額を計上
しています。

⑤　退職給付引当金	‌� 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
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期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。
	‌� 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額法により費用処理しています。
	‌� 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　外貨建の資産又は負債の
　　本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しています。

②　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。
③　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
④　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しています。
⑤　‌�連結納税制度からグルー

プ通算制度への移行に係
る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８
号）において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ
通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行
に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　
2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月
16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債
の額について、改正前の税法の規定に基づいています。

２．表示方法の変更に関する注記

　　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業
年度より適用し、「３．会計上の見積りに関する注記」を開示しています。

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　�　2021年３月31日現在、有形固定資産及び無形固定資産を97,689百万円計上しています。な

お、減損損失の計上はありません。
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　2021年３月31日現在、繰延税金資産を653百万円計上しています。
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。
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（退職給付債務及び退職給付費用）
⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　2021年３月31日現在、退職給付引当金を11,228百万円計上しています。
⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一です。

４．貸借対照表に関する注記

⑴　有形固定資産の減価償却累計額	 108,236百万円

⑵　関係会社に対する金銭債権、金銭債務
　　　短期金銭債権	 78,980百万円
　　　長期金銭債権	 60百万円
　　　短期金銭債務	 50,975百万円

５．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高
　　　売上高	 131,729百万円
　　　営業費用	 270,111百万円
　　　営業取引以外の取引高	 18,873百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　普通株式	 7,531,777株

７．税効果会計に関する注記

　　　繰延税金資産（評価性引当額15,399百万円）の発生の主な原因は、賞与引当金損金算入限度
超過額、退職給付引当金損金算入限度超過額であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他
有価証券評価差額金です。
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８．関連当事者との取引に関する注記

⑴　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

子会社 ＴＯＴＯ
サニテクノ㈱

大分県
中津市 100 衛生陶器の

製造・販売 直接100.0%
当社製品の製造
土地等及び設備
の賃貸
役員の兼任等

土地等及び設備
の賃貸（注1） 2,338 未収入金 292

子会社 ＴＯＴＯ
ウォシュレットテクノ㈱

北九州市
小倉北区 100 温水洗浄便座

の製造・販売 直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

温水洗浄便座
の購入（注2） 48,285 買掛金 4,103

子会社 ＴＯＴＯ
バスクリエイト㈱

千葉県
佐倉市 100

ユニットバス
ルームの
製造・販売

直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

ユニットバス
ルームの購入

（注2）
61,326 買掛金 5,515

子会社 ＴＯＴＯ
アクアテクノ㈱

北九州市
小倉南区 100

水栓機器製品
等の製造・販
売

直接100.0% 当社製品の製造
役員の兼任等

水栓機器製品等の
購入（注2） 53,940 買掛金 4,476

子会社 ＴＯＴＯ
アクアエンジ㈱

東京都
港区 100

住宅設備機器
の施工・販売・
設計・請負

直接100.0% 当社製品の施工等
役員の兼任等

住宅設備機器の販
売、施工管理業務
の委託（注3）

16,582 売掛金 6,027

子会社 ＴＯＴＯ
エムテック㈱

東京都
新宿区 100 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住宅設備機器
の販売（注3） 27,681 売掛金 10,944

子会社 ＴＯＴＯ
関西販売㈱

大阪市
浪速区 42 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住宅設備機器
の販売（注3） 14,274 売掛金 5,676

子会社 ＴＯＴＯ
九州販売㈱

福岡市
博多区 100 住宅設備機器

の販売 直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等

住宅設備機器
の販売（注3） 11,197 売掛金 4,456

子会社 ＴＯＴＯ
ファイナンス㈱

北九州市
小倉北区 100

当社及び当社
子会社への資
金貸付

直接100.0% 運転資金の援助
役員の兼任等

資金の借入（注4） 2,552 短期借入金 4,500
当社の取引先が有する営業
債権のファクタリング（注5） 34,796 買掛金 7,547

未払金 3,992

子会社
TOTO 
Asia Oceania 
Pte.Ltd.

Singapore, 
Singapore

270,590
千米ﾄﾞﾙ

持株会社
アジア・オセアニ
アにおける製品の
販売

直接100.0% 当社製品の販売
役員の兼任等 資金の貸付（注4） 16,635 短期貸付金 18,137

子会社 TOTO 
U.S.A., Inc.

Morrow,GA,
U.S.A.

78,420
千米ﾄﾞﾙ

衛生陶器の製造、
米州における製品
の販売

間接100.0%
当社製品の製造・
販売
役員の兼任等

セラミック製品・
住宅設備機器の
販売（注3）

15,762 売掛金 5,759

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注)	 1. 近隣の取引実勢を勘案して契約により決定しています。
	 2. 市場価格から算定した価格及び提示された総原価を検討の上、決定しています。
	 3. 市場価格及び総原価を勘案して価格交渉の上、決定しています。
	 4. 市場金利を勘案して金利を決定しています。取引金額は、期中の平均残高を記載しています。
	 5. ‌�当社の営業債務に関し、当社、取引先、ＴＯＴＯファイナンス㈱の三社間で基本契約を締結し、ファク

タリング方式による決済を行っています。
	 6. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
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⑵　役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地

資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

役員 喜多村　円 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

17 － －

役員 清田　徳明 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

16 － －

役員 白川　敬 － － 当社
代表取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

11 － －

役員 安部　壮一 － － 当社
取締役

（被所有）
直接0.0% －

金銭報酬債権の現
物出資に伴う自己
株式の処分（注）

10 － －

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものです。

９．１株当たり情報に関する注記

⑴　１株当たり純資産額	 1,533円94銭

⑵　１株当たり当期純利益	   137円16銭

 　 13  　 14


